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平成29年 ７ 月九州北部豪雨により右岸側山腹で大規模な斜面崩壊が発生し、河道と県道が被災した小野川（梛
なぎ

野
の

地区）
の災害復旧工事が令和 2年 3月に完成しました。

大分県小野川 災害復旧工事完成
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「河川愛護月間」（ 7月 1日〜31日）を実施します
〜せせらぎに ぼくも魚も すきとおる〜

国土交通省水管理・国土保全局治水課

　国土交通省では、毎年 ７月を「河川愛護月間」と定
め、河川愛護運動を実施しています。
　地域と一体となった良好な河川環境の保全・再生や
地域社会と河川との関わりの再構築、河川愛護意識の
醸成、河川の適切な利用の推進のための様々な活動を
実施します。

【「河川愛護月間」の主な活動】
⑴　河川周辺の清掃活動
　良好な河川環境を保全・再生するため、地域住民、
市民団体等が主体となって、河川周辺の清掃活動を行
います。
⑵　各種行事の開催
　全国の未就学児から一般の方を対象に、「川遊び～
川での思い出・川への思い～」をテーマに絵と文章を
組み合わせた「絵手紙」の募集を行います。このほか、
河川に関する写真、絵画、作文のコンクールや、水辺
における様々なイベントを開催します。
⑶　河川のパトロール
　河川利用者等に対し河川の適切な利用に関する指導
を行うため、関係行政機関が共同して河川のパトロー
ルを実施します。

【令和元年度活動状況】

河川一斉清掃

水辺の安全講習

⑷　河川水難事故防止週間
　 ７月 １ 日から ７日までを「河川水難事故防止週間」
と定め、出前講座等により水難事故防止に関する啓発
活動を行います。
※活動内容については、新型コロナウイルス感染症の状況並び
に政府の方針等に基づき今後変更する可能性があります。

http://www.mlit.go.jp/river/aigo/index.html
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土砂災害のリスク情報の見える化に向けて前進！
〜土砂災害警戒区域に関する基礎調査の実施目標を達成〜

令和 ２年 ５月29日 水管理・国土保全局砂防部砂防計画課

１ ．基礎調査について
○土砂災害防止法に基づく基礎調査については、平
成２６年 ８ 月の広島県の土砂災害を受け、これまで
に確認されている土砂災害のおそれのある箇所に
ついて、おおむね ５年程度で一通り完了させるこ
とを目標として調査を進めてきました。この度、
土砂災害警戒区域にかかる基礎調査が目標通り
令和元年度末までに完了しました（完了箇所数：
６７１，９２１箇所、別紙参照）（※）。基礎調査の結果につ
いては各都道府県において公表されています。公
表方法は各都道府県のHP等をご確認ください。
　　各都道府県の問い合わせ先
　　https://www.mlit.go.jp/common/001331190.pdf
○土砂災害警戒区域等の基礎調査は、土砂災害警戒
区域等の指定のために、都道府県が土砂災害のお
それのある区域の地形や土地利用状況等を調査す
るものです。

○土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等で
は、ハザードマップの作成などの警戒避難体制の
整備や一定の開発行為の制限などの土砂災害防止
対策が推進されます。
（※）一定の開発行為の制限などが課せられる土砂

災害特別警戒区域の基礎調査については本
年中の完了を予定している県があります。

別紙URL：https://www.mlit.go.jp/report/press/
content/001345668.pdf

２ ．今後の取り組み
○今後、速やかに区域の指定ができるよう、国土交
通省では、引き続き都道府県に対する支援を実施
してまいります。
○また、社会資本整備審議会から答申のあった、高
精度な地形図を用いた土砂災害警戒区域の抽出精
度の向上及び更なるリスク情報の整備を目指し、
都道府県に対する支援を実施してまいります。

　ハザードマップの整備など警戒避難体制づくりの基礎情報となる土砂災害警戒区域に関して、こ
れまでに確認されている箇所すべての基礎調査が目標通り完了し、約６７万箇所のリスク情報が明ら
かとなりました。

　

＜基礎調査完了区域数の推移（直近 7カ年）＞

https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001345668.pdf
https://www.mlit.go.jp/common/001331190.pdf
https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001345668.pdf
https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001345668.pdf
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　国土交通省港湾局では、近年の自然災害の頻発化・激甚化を踏まえ、「自助」「共助」「公助」一
体となった総合的な防災・減災対策について、有識者委員会で最終とりまとめを行うとともに、「港
湾の事業継続計画（港湾BCP）策定ガイドライン」（改訂版）を策定しましたので公表いたします。

　

近年の台風被害等を踏まえた港湾の防災・減災対策
をとりまとめました

〜港湾における高潮・高波・暴風リスクの低減を目指して〜

令和 ２年 ５月２９日 港湾局海岸・防災課

　近年、高潮・高波・暴風などの台風被害等が頻発
化・激甚化している状況です。昨年の台風では、東
京湾を中心に、想定以上の高波による護岸の損壊や
暴風等による船舶の橋梁への衝突等が発生しまし
た。また、昨年 9月に「気候変動に関する政府間パ
ネル（IPCC）」が特別報告書を公表し、将来の海面
水位の上昇など災害リスクの増加への懸念が示され
たところです。
　このため、国土交通省港湾局では、想定を超える
高波・高潮・暴風が来襲した場合でも被害を軽減さ
せるため、令和元年10月に「港湾等に来襲する想定
を超えた高潮・高波・暴風対策検討委員会」を設置し、
「自助」「共助」「公助」一体となった総合的な防災・
減災対策に係るソフト・ハード面の検討を進め、そ
の結果を、今般、最終とりまとめとして公表するこ
とといたしました。

　今後は、本とりまとめに基づき、高波・高潮対策
としての施設嵩上げや、台風接近前の直前予防対策
など必要な施策を講じ、港湾における高潮・高波・
暴風リスクの低減や、基幹的海上交通ネットワーク
機能の維持に資することで、国民の安全・安心で豊
かな暮らしの実現に貢献してまいります。
　なお、最終とりまとめの施策の １つとして、各港
での港湾 BCP 策定の参考資料となる「港湾の事業
継続計画（港湾BCP）策定ガイドライン」（改訂版）
を策定いたしましたので、あわせて公表いたします。

≪参考≫
・港湾等に来襲する想定を超えた高潮・高波・暴風
対策検討委員会
http://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_tk7_000025.
html

http://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_tk7_000025.html
http://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_tk7_000025.html
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「建築物における電気設備の浸水対策ガイドライン」
をとりまとめました

～洪水等の発生時における機能継続に向けた対策を提示～

令和 ２年 ６月19日 住宅局建築指導課

　国土交通省と経済産業省は、洪水等の発生時に機能継続が必要と考えられるマンション、オフィ
スビル、病院等の建築物における電気設備の浸水対策のあり方や具体事例について記載したガイド
ラインをとりまとめました。
　今後、新築・既存の建築物において、洪水等の発生時における機能継続に向けて浸水対策を講じ
る際の参考となるよう地方公共団体及び関連業界団体等に対して周知してまいります。

　

１ ．概　　要
　令和元年東日本台風（第19号）による大雨に伴う
内水氾濫により、高層マンションの地下部分に設置
されていた高圧受変電設備が冠水し、停電したこと
によりエレベーター、給水設備等のライフラインが
一定期間使用不能となる被害が発生しました。
　こうした建築物の浸水被害の発生を踏まえ、国土
交通省と経済産業省の連携のもと、学識経験者、関
連業界団体等からなる「建築物における電気設備の

浸水対策のあり方に関する検討会」を昨年11月に設
置し、「建築物における電気設備の浸水対策ガイド
ライン」としてとりまとめました。
　本ガイドラインについては、新築・既存の建築物
において、洪水等の発生時における機能継続に向け
て浸水対策を講じる際の参考となるよう地方公共団
体及び関連業界団体等へ本日付で通知してまいりま
す。

２ .「建築物における電気設備の浸水対策ガイドライン」の主な構成

ガイドライン本文
・洪水等の発生時に機能継続が必要となる新築・既存の建築物における電気設備の浸水
対策のあり方や取組の特徴・留意点等を記載。

参考資料集 ・建築物における電気設備の浸水対策の具体事例、解説等を図や写真等を用いて紹介。

※ガイドライン、検討会の開催状況については下記の国土交通省HPに掲載しております。
　http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/build/jutakukentiku_house_tk_000132.html

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/build/jutakukentiku_house_tk_000132.html


（6） 第 853 号 防 災 令 和  2  年  7  月  1  日

○　国土交通省では、マイ・タイムラインの作成・
普及を促進させるための支援策として、全国の自
治体等でのこれまでの取組を踏まえ、避難の実効
性を高める取組の要点等を取りまとめた実践ポイ
ントブックを作成することを目的に、令和元年 ８
月に「マイ・タイムライン実践ポイントブック検
討会」を設置し、検討を進めて参りました。
○　このたび、検討会での議論を踏まえ、検討結果
を「マイ・タイムラインかんたん検討ガイド（以
下「本検討ガイド」という）」等としてとりまと
めましたので、これらを公表するとともに、地方
自治体等に周知することで、地方自治体等による
マイ・タイムラインの取組を支援いたします。
○　なお、本検討ガイドは、大河川の洪水を基本と
した標準的なシナリオでの検討を主眼に置いてお
り、マイ・タイムラインの次なるステージに向け
た取組の深化を図るとともに、昨今の新型コロナ
ウイルスの感染拡大防止に向け、「新しい生活様
式」に沿ったマイ・タイムラインの検討について
も、促進を図って参ります。

１ ．公表資料
・マイ・タイムラインかんたん検討ガイド
・マイ・タイムライン検討のためのワークショップ
の進め方
　【～ワークショップ虎の巻～】
・マイ・タイムラインガイド【Ver.1.0】

２ ．掲載場所
　国土交通省WEB サイト
https://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/
timeline/index.html

　国土交通省では、マイ・タイムラインの更なる普及・啓発に向け、地方自治体の職員や地域のリ
ーダー等が、マイ・タイムラインの意義や重要性を、住民等に分かりやすく伝えられるよう「マイ・
タイムラインかんたん検討ガイド」等を公表いたします。

　

マイ・タイムラインかんたん検討ガイド

地方自治体等によるマイ・タイムラインの
取組を支援 !!
〜「マイ・タイムラインかんたん検討ガイド」等を公表〜

令和 ２年 ６月２６日 水管理・国土保全局河川環境課

いのちとくらしをまもる 防災減災

https://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/timeline/index.html
https://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/timeline/index.html
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「小規模河川の氾濫推定図作成の手引き」
を公表

令和 ２年 ６月２9日 水管理・国土保全局河川環境課

　国土交通省は、小規模河川における水害リスクに関する情報の整備を促進するため、「小規模河
川の氾濫推定図作成の手引き」を公表します。

　

いのちとくらしをまもる 防災減災

　洪水時における住民等の円滑かつ迅速な避難の確
保のため、水防法第14条に基づき洪水予報河川及び
水位周知河川において洪水浸水想定区域を指定する
こととしております。しかし、令和元年東日本台風
等の水災害では、水位周知河川等に指定されておら
ず、水害リスク情報が公表されていない河川の氾濫
による被害が発生するなど水害リスクの提供の課題
が明らかになりました。
　水位周知河川等に指定されていない河川の氾濫に
よる水害リスクを広く提供するためには、現地測量
データ等がない小規模な河川においても、氾濫によ
り浸水が想定される範囲等を推定できる手法を確立

する必要があります。
　このため、国土交通省では令和 ２年 １月に「中小
河川の水害リスク評価に関する技術検討会」を設置
し、このような河川の氾濫により浸水する範囲等を
推定する手法を検討してきました。
　このたび、検討結果を「小規模河川の氾濫推定図
作成の手引き」としてとりまとめましたので、公表
するとともに、都道府県に周知します。

掲載場所　国土交通省WEBサイト
http://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/
tyusyokasen/index.html

＜背景・課題＞ ＜手引きの概要＞

http://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/tyusyokasen/index.html
http://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/tyusyokasen/index.html
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氏　　名 新　　　所　　　属 備　　　　　　　考

小野　倫靖 防災課災害監査係長 北陸地方整備局富山河川国道事務所総務課総務係長

山田　將喜 防災課緊急災害対策企画調整係長 九州地方整備局企画部情報通信技術課専門員

山﨑　幸栄 治水課流域減災推進室流域治水企画係長 防災課緊急災害対策企画調整係長

氏　　名 新　　　所　　　属 備　　　　　　　考

小寺　秀治 近畿地方整備局木津川上流河川事務所長 防災課災害査定官

犬丸　　潤 防災課災害査定官 近畿地方整備局淀川河川事務所副所長

氏　名　犬
いぬ
　丸
まる
　　　潤

じゅん

出生地　兵庫県

家　族　 3人

趣　味　週末の料理作り

主な経歴

平 5．建設省採用

平24．奈良県土木部砂防課（出向）

平28．近畿地方整備局河川部建設専門官

平30．近畿地方整備局淀川河川事務所　副所長

令 2．水管理・国土保全局防災課災害査定官

　 6月21日付け災害査定官に着任しました犬丸と申します。

　被災地域における迅速な災害復旧支援だけでなく、皆様と互いに技術力向上に繋がる関係

を築きたいと思っています。よろしくお願いします。

新任査定官プロフィール

防災課だより 人 事 異 動

〔水管理・国土保全局　人事発令〕
△令和 ２年 4月16日

△令和 ２年 6月21日
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＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊　図書案内及び購入申込詳細については協会ホームページをご覧下さい　＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

TEL  03(6661)9730(代)
FAX  03(6661)9733

東京都中央区日本橋小伝馬町2‒8　新小伝馬町ビル6Ｆ　　　
http://www.zenkokubousai.or.jp

〒103-0001　

申込及びお問い合せ先　：　公益社団法人　全 国 防 災 協 会

【図書購入申込については，裏面をご利用下さい｡】
◎(公社)全国防災協会の会員等（正会員（個人・団体)，賛助会員，国，都道府県及び市町村）の方は必要事項をもれな
くご記入の上，FAXにてお申し込み下さい｡
◎会員等以外の方は東京官書普及㈱シビルBooks(送料あり)にお申込み下さい｡

•災害復旧事業をとりまく課題について
•災害事務の取扱いについて

Ⅰ　災害復旧制度の概要
Ⅱ　災　害　報　告
Ⅲ　災害事務の管理
Ⅳ　国庫負担率の算定事務
Ⅴ　災害復旧事業の予算
Ⅵ　改良復旧事業等に対する補助制度
Ⅶ　災害復旧事業費の精算と成功認定

•｢美しい山河を守る災害復旧基本方針」の概要について
•災害復旧事業の技術上の実務について

――設計積算と工事実施――
•｢大規模災害時の災害査定の効率化（簡素化）及び事前ルール化」について
•改良復旧事業の取扱いと事業計画策定について
•下水道の災害復旧について
•災害採択の基本原則について
•災害査定の留意点について

①　災害査定の留意点について
②　平成31年・令和元年発生災害採択事例について

•令和元年東日本台風による被害状況と改良復旧
•防災・減災対策等強化事業推進費について
•令和元年東日本台風による大規模災害に対する(一社)福島県測量設計業協
会の取組み
•建設コンサルタンツ協会の災害時における自治体支援について

詳しくはホームページをご覧下さい｡

内容案内

会員等※の方は、5％引きで4,960円（消費税込み　送料協会負担）
※「会員等」とは，正会員（団体・個人）、賛助会員、国、都道府県及び市町村です。

　災害復旧実務講義集（令和2年度版）
　　　　　　　Ａ4 判 総頁512頁 頒価5,220円（消費税込み)

新刊ご案内　　あなたはお持ちですか？
　
　　実務上手放せない本書をぜひお手元に一冊 !



令 和  2  年  7  月  1  日 防 災 （13）第 853 号



（
14）

第
853
号

防
災

令
 和
 
2
 年
 
7
 月
 
1
 日

　 ３ 月 ９ 日に予定しておりました「令和元年度防災
セミナー」は、新型コロナウイルス感染症の状況に
より、中止といたしました。
　参加のご応募をいただいた皆様に、心より深くお
詫び申し上げます。
　なお、テキスト（￥1,220税込＋送料）を販売し
ております。

防災セミナーテキスト販売のご案内
（申し込み方法）
◎会員の方はこちら
http://www.zenkokubousai.or.jp/toshyo_
purchase.html#01

◎非会員の方はこちら
http://www.zenkokubousai.or.jp/nenkan_
seminar2.html

http://www.zenkokubousai.or.jp/toshyo_purchase.html#01
http://www.zenkokubousai.or.jp/toshyo_purchase.html#01
http://www.zenkokubousai.or.jp/nenkan_seminar2.html
http://www.zenkokubousai.or.jp/nenkan_seminar2.html
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